
（様式第４号の２）

住宅支援の種別（申請内容）

⇒

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

注１）「□」欄には、該当する項目にチェックしてください。

注２）受給要件労働者が、国の各種助成金等に申請若しくは現在受給していないことを確認してください。

注３）①の受給要件労働者は、⑤の雇入年月日の早いものから順に記載してください。

注４）受給要件労働者が離職し、補充の受給要件労働者を雇用した場合には、当初の受給要件労働者の下に補充受給要件労働者の行を追加し、受給要件労働者の番号に枝番を付してください。

注５）既に申請等を行っている場合で、前回申請等から変更がある場合は「⑩今回変更の有無」欄にチェックをしてください。

注６）１年以上の有期雇用で、申請時点で更新等を行っている場合は、「⑦雇用契約期間」欄に更新後の期間を記入してください。

注７）受給要件労働者が離職・配置換えによる転出・住宅支援対象外となった場合においても、一覧から削除せず、「⑨受給要件労働者の状況」欄に離職等の状況を記入してください。

　　 なお、受給要件労働者の補充については、「事業主都合以外の離職」以外の場合は認められません。
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⑨受給要件労働者の状況

県記入欄

番号 基準日
助成金受給対

象期間
⑦雇用契約期間

フ
ル

短

日

雇用期間の有無
週あたり
労働時間

⑧支給対象期間中に定年退職
を迎える場合の時期

更新可能

⑥雇用形態

日

④雇用保険被保険者番号
（11桁）

新規借り上げ 手当拡充手当導入追加借り上げ

日

令和
借り上げの場合は賃貸借契約締結日

手当の場合は改正後の規定の適用日 年 月

日

【事業所名】 （ ）

月年令和

月年令和

③住所

月 日

令和 年 月 日

②生年月日・性別
（フリガナ）
①受給要件
労働者氏名

日月

【 住 宅 支 援 費 】 受 給 要 件 労 働 者 一 覧 （令和 年 月 日時点）

【作成上の注意事項】
・住宅支援の種別（㋐新規借り上げ　㋑追加借り上げ　㋒手当導入　㋓手当拡充）ごとに 別葉 とすること。
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（様式第４号の２）

住宅支援の種別（申請内容）

⇒

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 5 年 2 月 10 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

住宅支援対象外 令和 年 月 日 から

離職等 令和 年 月 日

離職以外 理由：

注１）「□」欄には、該当する項目にチェックしてください。

注２）受給要件労働者が、国の各種助成金等に申請若しくは現在受給していないことを確認してください。

注３）①の受給要件労働者は、⑤の雇入年月日の早いものから順に記載してください。

注４）受給要件労働者が離職し、補充の受給要件労働者を雇用した場合には、当初の受給要件労働者の下に補充受給要件労働者の行を追加し、受給要件労働者の番号に枝番を付してください。

注５）既に申請等を行っている場合で、前回申請等から変更がある場合は「⑩今回変更の有無」欄にチェックをしてください。

注６）１年以上の有期雇用で、申請時点で更新等を行っている場合は、「⑦雇用契約期間」欄に更新後の期間を記入してください。

注７）受給要件労働者が離職・配置換えによる転出・住宅支援対象外となった場合においても、一覧から削除せず、「⑨受給要件労働者の状況」欄に離職等の状況を記入してください。

　　 なお、受給要件労働者の補充については、「事業主都合以外の離職」以外の場合は認められません。

手当の場合は改正後の規定の適用日 4 年

新規借り上げ 追加借り上げ 手当導入 手当拡充 借り上げの場合は賃貸借契約締結日
令和 【作成上の注意事項】

・住宅支援の種別（㋐新規借り上げ　㋑追加借り上げ　㋒手当導入　㋓手当拡充）ごとに 別葉 とすること。4 月 1 日

月 1 日時点）

⑨受給要件労働者の状況
⑩今回
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（フリガナ）
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②生年月日・性別 ③住所
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⑧支給対象期間中に定年退職
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労働時間

【事業所名】 （ 株式会社○○○○　△△事業所 ）

1
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福島県○○市△△町×番☐号
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スギツマ　ハナコ

福島県△△市□□町×番○号 3
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【 住 宅 支 援 費 】 受 給 要 件 労 働 者 一 覧 （令和 5 年 6
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補充受給要件労働者の場

合、補充元労働者の番号に

枝番を振ってください。

①：受給要件労働者氏名
受給要件労働者が複数名いる場

合は、雇入年月日の早い順に記入

してください。

改姓があった場合、変更内容の

確認のため、免許証や住民票など

の写しを添付してください。

認定時の内容を記入。

認定時の内容を記入。
最も遅く雇入れた受給要件労働

者の基準日を記入してください。

県
記
入
欄
に
つ
き
記
入
不
要

⑥：雇用形態
有期雇用が期間の定めのない雇用と

なった場合など、雇用形態に変更のあっ

た場合は、変更内容の確認のため労働条

件通知書などの写しを添付してください。

※変更認定申請は不要です。

⑦：雇用契約期間 注6）参照。

有期雇用契約で、契約更新している場

合、更新後の雇用契約期間を記入すると

ともに、更新後の契約内容の確認のため、

労働条件通知書などの写しを添付してく

ださい。

⑨：受給要件労働者の状況 注7）参照。

基準日時点の状況を記載します。

離職した場合や、対象者の要件を満たさなくなった

場合には、その内容にチェックをしてください。

※住宅支援対象外となった場合、対象外となった日

付を記入。

※離職者の離職日・離職理由を確認する書類(雇用

保険被保険者資格喪失確認通知書（事業主通知用）)

記載例


